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1.解題
経営学の分野で1970年代を中心として「社会的責任」論が華々しく展開され， í流行」ったこ
とがあった。ビジネス倫理学は，大きな流れとしては，その「社会的責任J 論の延長上に存在
する，とも言えないことはないで、あろうが，ヨリ正確に言えば，ビジネス倫理学は， í社会的責
任」論ができなかったこと(すなわち，社会，従って，企業の在り方を good な方向に変える
こと)を目指して生まれたものであり，その点で， í社会的責任」論とは「一線を画する」学問
である。
ビジネス倫理学は企業の在り方をどのようにして変えていこうとしているのであろうか。筆
者がこれまでいくつかの論稿においてアメリカの関連文献をサーベイしてきた現在の段階で言
えば，ビジネス倫理学の「核」となる発想は，企業を「モラル主体」とみなすことにあ
り一一この点で，ビジネス倫理学はまさしく応用倫理学である一一「モラル主体としての企業j
概念を中心として，学としてのビジネス倫理学が成立するように思われる。
企業をモラル主体とみなすことに反対する立場に立てば，企業の在り方を変える方法は唯 1
つであり，それは政府の規制(社会的規制)に帰着する。しかし，企業をモラル主体とみなす
ビジネス倫理学の立場に立てば，なによりもまず企業の自主規制(例えば，それぞれの企業が
倫理コードを作成し，自社の活動をモラル的に規制すること)が重要視されることになろう。
しかしながら，その「自主規制J がそのままでは(文字通り企業の「自主性」に委ねたならば)
あまり有効に機能しないことを，我々は，アメリカの経験ですでに充分に学んで、いる。何らか
の「外圧」がやはり必要になってくるのである。ただし，政府の規制(社会的規制)だけに頼
ることはーーもちろんそれも重要でありその必要性が否定されることはないが一一企業の在り
方を変える方法としては，ある意味で， í危険J であることも事実である。したがって，ここに，
むしろ現実的な対応策として，いわば第 3 の途ともいうべきオルタナティブな規制方法一→列
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えば，企業活動の評価基準の作成・運用ーーが「実践的には」大きな意味を持ってくることに
(図 1 参照)。筆者の一連の論稿の結論もそこに行き着く。
但しそのような「制度」が「自動的にj 機能することを「期待」することは「現実離れしたJ
観念である。あるなんらかの「制度J を構築しそしてそれを効果的に「機能」させるためには，
それなりの土壌(吟社会的合意)が要求されるのであり，その為には社会構成員の「意識J を
なる
変革することも同時に必要になってこよう。ここに，改めて，ビジネス倫理(学)教育をいか
におこなうのか，ということが，問題になってくる。ビジネス倫理(学)教育は，別の機会に
述べるように，プロフェッション教育を完成させるために必要なもの (f ミッシングリングJ と
してのビジネス倫理学)であるが，それだけではなく， (プロフェッショナルとしてだけでなく)
そのような「倫理J 意
識に支えられてはじめて「制度J が機能していくものと思われる。
(ビジネス倫理学の文献で引用されることが多い) L. Kohlberg の研究によれば，人聞のモ
社会を構成する人間としての「意識改革J のためにも必要なのであり，
(1) これについては，別稿を準備中である。
( 2 ) 例えば， The Blackwell Encyclo.ρedic Dictionary 01 Busin白s Ethics , Ed. by P. Werhane and 
R. Freeman , Blackwell , 1997 , pp. 428-429; G. Baxter & C. Rarick,“Education for 
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ラル発達は 3 レベル 6 段階に分けて考えることができる。
第 1 レベル一一これは前慣習的段階であり， 2 段階に細分化される。
第 1 段階:苦や罰に反応する段階。規則に違反しないことによって罰を避けようとする。
他人の要求にはほとんど配慮していない。
第 2 段階:快や賞賛に反応する段階。自分の為に報酬を求めて行動する。他人の要求に配
慮するが，抽象的な概念である正誤に関しては関心がない。
第 2 レベル一一これは慣習的段階として位置づけられるものであり， 2 段階に細分化される。
第 3 段階: r良い子J 段階。モラル上の理想、を実現しようとするのではなく，友人や両親，
その他の大人やグループの慣行的役割に従い，それに自らを一致させて， r正しい」行動
をする。
第 4 段階:法と秩序の段階。文化的存在として，その社会において彼が果たしている役割
に従って生活し，その役割を定める慣行的ルール(法，秩序，社会規範)に従って， r正
しい」行動をする。
第 3 レベル一一これは後慣習的段階すなわち自発的に行動原理化された段階であり， 2 段階
に細分化される。
第 5 段階: r社会契約」段階。然るべき手続きや協定によって確立した合意に則って「正し
ぃ」行動を行う。人々は価値の相対性を認識し異なる見解を受け入れる。
第 6 段階: rユニバーサルな倫理原則な倫理原則」段階。正義・正誤についてのユニパーサ
ルな抽象的な原則に従って行動する。人々は，理性・良心・モラル規則に則って，行動
する。
R. DeGeorge の解説によれば，第 3 レベルは「自己受容されたモラル原理によるモラリティ
である。このレベルにおいて人は，社会が正しいと言い，受容可能だというのでそのモラル原
理を受け入れるのではなく，その原理が正しいというのは何を意味するか理解しているがゆえ
に，またその原理を正当化しているのが何であるかを承知しているがゆえにそれを受容する.
第 3 レベル(第 5 段階)は，契約と個人の諸権利に関連する。ここでは，人は個人の権利につ
いて語り，個人の権利をもとにしたモラリテイ，大人同士の合意，契約をもとにしたモラリテ
ィを理解している。最終段階(最後の第 6 段階)にいたると，人は自分の行動を導くモラル原
理に対し，合理的な説明を与え，これを論理的に擁護することができる。完全なモラルの媒体
として道徳律を意識し，これに従って行動し，生きるのである。罰や賞賛ゆえに行動するので
the Moral Development of Manager: Kohlberg's Stage of Moral Developemnent and 
Integrative Education" , Journal 0/ Business Ethics , 1987 , pp. 243-248; ]. Weiss , Business 
Ethics , Wadsworth , 1994 , pp. 21-23. 
( 3 ) デジョージ著山田経三訳『経済の倫理』明石書店， 1985年， 32-34ページ(但し，訳は必ずしも
同一で、はない)。
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もなければ，他人がそうすべきだと強制するからそれに従うのでもない。道徳律がなぜ自分を
拘束するかその理由を知っているがゆえに，それに従って生きるのである.彼はその原理を自
分のものとして受け入れている。そのモラル原理は他によって強制される外部的拘束物ではな
\，"\。
この第 3 レベルでは……大半の人びとは社会のモラル，規範を当然のこととして受け入れて
いるが，次のような疑問を呈することは，あり得るし.可能なことである。自分の属する社会
が正しいしいと考えている原理は，本当に正しいのであろうか? ひょっとしたら人ぴとが間
違っているのではなかろうか? 両親が正しいと言い.間違っているということを，なぜ自分
が受け入れなければならないのだろう? また立法にたずさわる人ぴとが正しいいといい，間
違っているということを，なぜ自分が受け入れる必要があるのだろう? 彼らはどんな道筋で，
正しいと言い，間違っているというのだろう? 彼らには行動そのものを正しくし，不善にな
らしめる力はない。彼らにそれが可能だというなら，わたしにもできるだろう。行動そのもの
を善くしたり悪くしたりは維にもできないというのであれば，ある行動が正しく，ある行動が
間違っているという理由，それらを区別する人間とは無関係に存在する理由ががあるはずであ
る。その理由とはどんな理由なのであろう ?J
我々はどの段階にまで到達することができるのであろうか? この点， Kohlberg の20数年
の研究によれば，大半のおとなはモラル発達の第 4 段階と第 5 段階にいたることは可能である。
そして，第 6 段階まで達することはかなり困難であが，一部の人間はここに到達することがで
きる，と主張されている。
このような Kohlberg の研究成果は一一周知の知く， Kohlberg 理論をめぐって論争が生じ
ているほど，その結論への「疑問」が多く呈示されているが一一我々に「明るいJ 展望を提示
してくれるものとなる。なぜならば，我々のいままでの議論に依拠するかぎり， (第 6 段階とま
でとはいわなくとも)第 5 段階にまで多くの人々が到達できるということは企業の在り方が変
わっていく可能性があることを示唆していることになるからである。
問題はそのような段階にまで人々の「モラル意識J を一一長い時間をかけるのではなくーー
できる限り速やかに高めていく方法である。教育はそのような方法の 1 つであることには間違
いないであろうが，教育によって，そのことが，本当に，可能であり「効果的J なのであろう
か，という疑問は依然として残るであろうし，特に，ビジネス倫理(学)教育によって，どの
程度，我々の「意識革命」が可能なのか? と問われれば，いまだ未解決な課題が多い，と言
わざるを得ないであろう。
本稿の目的は，上のような問題意識のもとで，とりあえず，アメリカで実施された調査結果
( 4 ) J.Weiss , ~ρ. cit. , p. 21. 
( 5 ) コールパーグ/レパイン/ヒューアー著・片瀬一男/高橋征二訳『道徳性の発達段階一一コー
ルパーグ理論をめぐる論争への回答』新躍社， 1992年。
-32 -
ビジネス倫理は教えられるのか
の紹介及ぴその分析・解読を通して，現代の段階で，ビジネス倫理(学)教育によって，何が，
どこまでできるのか，を整理し確認することにある。これによって，これまでの作業の一応の
くまとめ>とすることにしたい。
2. ビジネス倫理は教えられるのか
高等教育機関，特に，ビジネス・スクールにおいて，ビジネス倫理(学)を教えるというこ
とに対しては，すでに紹介したように，この学問の成立の過程において様々な反対意見が提示
されてきた。例えば，それらの反対理由は，ビジネス倫理(学)をビジネス・スクールにおい
て教える必要性を認めない (M. Friedman や P. Drucker に代表される)主張から，既存のビ
ジネス・スクールのカリキュラムのなかにビジネス倫理(学)コースを組み込むことは実践的
に (pragmatic) に困難で、ある，との見解まで，多岐にわたっている。
G. McDonald & G. Danleavy は，そのような「事情」を踏まえたうえで，ビジネス・スク
ールにおいてビジネス倫理(学)を教育することに対する反対理由を次のように整理している。
すなわち，
(1)現在確かに多くの高等教育機関において「ビジネス倫理(学) J が開講されているが，それ
は，スキャンダルが頻発し大きな問題となっているために，やむなく開講されたものであ
り，ビジネス倫理(学)は本来ビジネス・スクールのカリキュラムに馴染まないものであ
る，
(2) ビジネス倫理(学)は主観的であり非科学的であり非実証主義的であるために，アカデミ
ックな研究対象としては正統性を欠くために，ビジネス・スクールのカリキュラムに占め
るべき位置を有するものではない，
(3)倫理的価値観は人生の比較的早い時期に形成されるものであり，それが為に，倫理教育に
よって個人のモラル的態度を変革できる可能性は少ない，
(4)倫理教育を受けることによって倫理上の問題を論理的に論じられるようになるが，そのこ
とと現実の倫理上の問題にコミットすることは別の問題であり，倫理教育は単に「リップ・
サービス」の提供に終わってしまうであろう，
(5)学生達は確かに教室においては自分たちの価値観の変革を体験するが，そこで修得したス
キルを仕事の環境において発揮できない(学習移転ができない) , 
(6)倫理は抽象的で、ありまた暖昧なものなので， í平均的なj 能力を有する人々に教えることは
必ずしも容易で、はない，
(7)特定の教師が倫理を教えるということは彼が「正しいJ と信じていることを教えることで
( 6 ) 拙著『現代企業のモラル行動』千倉書房， 1995年参照。
( 7 ) G.McDnald & G. Donleavy,“Objections to the Teaching of Business Ethics" , Journal 01 
Business Ethics , 1995 , pp. 842-846. 
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もあり，これは一種の「洗脳J となる危険がある，
と。
このようにビジネス倫理(学)教育に対しては過去様々な反対理由が提示されてきた。ただ
し上記のような反対理由に対しては反論も可能で、あり，事実，そのような反対理由は成立しな
い，との立場から，多くの反論が展開されている。
我々は，すでに明確に示してきたように，ビジネス・スクールにおいてビジネス倫理(学)
を教えなければならない，という立場に立つものである。しかしながら，当然のことだが， í教
育しなければならない」ということと「ビジネス倫理(学)を教えることができるのか」とい
う問題は全く別の事柄である。そして現実の問題としては，後者の問題が，特に，ビジネス倫
理(学)教育として，何を教えることが可能なのか? ということが，ヨリ重要な事柄となっ
てくる。そしてこの点でも，幸い(1)なことに……あくまでも筆者がアメリカの文献を検討し
た限りではあるが……アメリカでは，過去の経験(議論)の総括の結果として一定の結論(二
合意)が形成されているよフに思われるのである。
J. Weiss は， T. Jones の研究成果に基き， í倫理トレーニングがなしうること」としてつぎ
の 8 点を指摘している。
1. 倫理的意思決定プロセスに効果的に参加できるように，論理的根拠，思想 (idea) そして
語葉を提供すること，
2. í抽象化能力J を開発し倫理的プライオリティを選択することによって，環境を「理解す
る」手助けをすること，
3. 経済至上主義者や倫理基準に違反する人々と闘う為の知的武器を提供すること，
4. 社会の倫理テストにパスしないような経営実践のアラーム・システムとして従業員が行
動できるように手助けをすること，
5. モラル問題に良心的に鋭く反応しモラル上の解決策に積極的に関与するような態度を養
成すること，
6. モラル的思索を深めモラル上の勇気を高めてやること，
7. モラル的に自立し組織の在り方に倫理的に異議と唱え集団の良心となれるような「下地J
を作り出すこと，
8. 倫理コードや社会監査を創りだすに必要な倫理学の概念とツールを提供し，企業のモラ
ル風土を改善できる知識を与えること。
それでは，具体的には，なにをどのようにして教えたならば，ビジネス倫理(学)教育をし
たことになるのであろうか。そのことを検討していく為には，アメリカにおいてビジネス倫理
( 8 ) その詳細は， G. McDnald & G. Donleavy , 0，ρ. cit. , pp. 843-846 を参照。
(9) J. Weiss , o.ρ. cit. , p.20. 
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(学)教育がいかなることを目指してきたのか(ビジネス倫理(学)教育の目標)，あるいは，
その点に関して，これまでどのようなことが論じられまた実践されてきたのか，を総括してお
くことが必要である。
ビジネス倫理(学)教育(講座)はなにを目指しているのか? この点，アメリカでは，ビ
ジネス倫理(学)教育の実践を総括した文献が数多く公表され，それらのなかでいくつかのこ
とが「目標j として挙げられているが，例えば， Gands & Hayes はそのような目標を次の 4
点に集約させている。
(1)経営上の意思決定を構成するものとしてモラル的成分があることを充分に気付かせること，
(2)それだけではなく，そのモラル的成分を経営上の意思決定の不可欠なものとして正当化す
ること，
(3)モラル的成分を分析するための概念上のフレームワークを提供し個人がそれらを自信を持
って使えるようにしてやること，
(4) 日々のビジネス活動に倫理的分析を適用できるようにしてやること。
これらの目標は多年にわたって展開されてきた議論の最大公約数を示しているものと思われ
(12) 
るが，以上の「総括」のなかには，我々が特に注目すべきことが隠されている。それは， Iモラ
ル(倫理)基準を教えること J がビジネス倫理(学)教育の「直接のJ 目的として指摘されて
いないという「事実」である。このことを明確に指摘しているのが L. Hosmer である。彼は，
「私はモラル基準を教えたくはない。私が教えたいのはモラル正樹去 (moral reasoning) の方法
であり，学生が自分のモラル基準を適用できるようにしてやることが私の望みであるJ，と述べ
ている。彼によれば，モラル論法の訓練がビジネス倫理(学)教育の主要な目標となる。
そのようなモラル論法がビジネスの世界で要求されるようになった「背景」としていくつか
のことが考えられる。例えば， J. Weiss は，その理由を，次の 3 つに整理している。
(1)世の中が複雑になり，法律が該当問題のすべてのアスペクトないしは[グレイエリア」を
カノ〈ーできなくなったこと，
(2)自由市場メカニズムないしは調整された市場メカニズムが，広範囲にわたって倫理上の結
(10) i列えは， W. Wynd&J. Mager,“The Business and Society Course: Does It Change Stu. 
dent Attitudes?" , Journal 01 Business Ethics , 1989 , pp. 487-491; G. Pamental , 
“ The Course in Business Ethics: Can It Work?" , Journal 01 Business Ethics , 1989 , pp. 547-
551; J. Gandz & N. Hayes,“Teaching Business Ethics ," Journal 01 Business Ethics , 1988 , 
pp. 657-669. 
(11) Gandz & N. Hayes , qρ. cit. , p. 659. 
(12) McDnald & Donleavy , ~ρ . cit. , p. 41. 
(13) L. Hosmer,“Adding Ethics to the Business Curriculum" , Business Horizons , 31-4 , 
1988 , p. 10. 
(14) J. Weiss , op. cit. , pp. 16-17. 
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果をもたらすような危機に対していかに反応すべきかについて，オーナーや経営者に情報
を効果的に提供しなくなったこと，
(3)人々やグループそしてコミュニティが，公平，正義，然るべき手続について理解し関心を
持たざるを得ない，複雑なモラル上の問題が生じるようになったこと。
上述のような「状況J は同時に「ビジネスと倫理に関する神話j が崩壊していったことの反
映でもある。そのような「神話J として，具体的には，例えば，
第 1 に， r倫理とは個人的なものであり，パブリックなあるいは論争の対象となる事柄ではな
Ir~ j , 
第 2 に， rビジネスと倫理はミックスしないj ，
第 3 に， rビジネスにおける倫理は相対的なものではないj ，
第 4 に， rGood なビジネスは Good な倫理を意味する j ，
を挙げることができるであろう。
ビジネスと倫理をめぐって暗黙の「是J とされてきた前提(神話)が崩れたために， rrモラ
ル的に』論理的に考えること」が要求されることになったのである。
このような「モラル論法J とは，例えば， r人聞が各種のモラル基準を判断しそれらの基準を
用いて……行為や制度あるいは政策を評価するに至る思考のフ。ロセスないしは形態である j ，
として定義されるものであり， M. Velasquez によれば，つぎの 2 つのことを本質的な要件とし
ている。第 1 に，モラル基準が要求している事柄あるいは禁止している事柄を理解しているこ
と，第 2 に，ある特定の政策，制度あるいは行動が，そのようなモラル基準によって要求され
(17) 
たり禁止されているような特徴を有しているかどうか，が証明されること，がそれである。
このことは，言葉を換えて言えば，一定のモラル判断を支えるものとして正確な事実(情報)
が要求されること，そしてその事実(情報)をモラル判断に論理的に関連づける為に「特定のJ
モラル基準を探しだし，矛盾なくモラル論法を展開しなければならない，ということを意味し
ている。
したがって，ビジネス倫理(学)教育はモラル基準を全く教えない， ということではないの
である。ビジネス倫理(学)教育においてなんらか形でモラル基準を教えるということは暗黙
の「前提」なのであり， Hosmer の意図も，モラル基準をただ教えるだけでは駄目である，と
いう点にあった，と解すべきであろう。問題は，モラル基準をいかにして教え，そして利用で
きるレベルにまで学生たちを導いていくか，にある。
(15) J. Weiss , 0.ρ. cit. , pp. 12-16. 
(16) The Blackwell Encyclopedic Dictionaη 01 Business Ethics, p. 434. 
(17) M. Velasquez , Business Ethics; Conc，φお and Cases , 3-rd ed. , Prentice-Hall , 1992 , pp. 
31-33. 
(18) Velasquez , 0.ρ. cit. , pp. 33-35. 
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モラル上のジレンマに直面したりモラル的に意思決定を迫られた場合， í適切な」モラル判断
を下せるためには，いかなるモラル基準(規範)を選択すればよいのか? このことを教える
のがビジネス倫理(学)教育なのである。
図 2 は (Grbanagh によって呈示された)ビジネス倫理(学)教育の 1 1 つの」在り方を図示
したものである。これはまさに「モラル論法」の図解である。この 13 段階J ビジネス倫理(学)
教育では，第 2 段階の「分析」において，効用，権利，正義，が拠るべき規範として提示されいる
が，このレベルで提示されるモラル基準は必ずしも「固定」されたものではなく，その具体的内容
は教育環境(当該社会の文化・時代背景，受講生の教育水準，等々)において異なるものとなろう。
このレベルでいかなるモラル基準を取り上げるのか，そしてそれによって対象となる行動や政策
をいかにして整合的に根拠づけることができるのか，を教えるのがビジネス倫理(学)教育なので
ある。
我々がとりあえず到達した結論がここにある。 (íモラル的に」論理的に考えて意思決定をお
こなう，という意味での) íモラル論法」を教えること一一一これがビジネス倫理(学)教育によ
(20) 
って為しえる主要なものなのであり，ヨリ明確に言えば，ビジネス倫理(学)教育がなにより
もまず具体的に目指すことなのである。
但し，そのことを講義のなかで具体化していく為には解決すべき多くの課題が残されている。
例えば，冒頭で紹介した「ビジネス倫理(学)教育への「反対理由」はビジネス倫理(学)教
育をすすめていくうえで「障害」が今後も「存続」することを暗示するものである。そのよう
な障害のなかで， íモラル論法」と関わって「大きな」課題となってくるのは，第 5 の「学習移
転の困難性J，すなわち，頭ではわかっていても実際にはそのように行動できない，という「現
実」への対応であろう。
上記の反対理由のなかに，第 4 の問題として，ビジネス倫理(学)教育は「リップ・サービスJ
に過ぎない，という反対理由があった。このような「反対」理由自体は，学問としてのビジネス倫
理学の展開過程を検討する限り，妥当しないものであるが，前段の問題指摘の部分は上述の「学習
移転の困難性J と関わる問題でもあり， 1深刻j と言えよう。
これはビジネス倫理(学)教育の「有効性」として認識されてきた問題であり，欧米の多く
の研究者達が，ビジネス倫理(学)教育によって受講生(未来の経営者)の態度がどの程度変
化したのか? との問題意識のもとで，実証主義的な調査研究を積み重ねてきた。そのような
研究の代表的なものの 1 つに D. Boyd のそれがある。彼は， 1981-1982年に， Kohlberg のモ
(19) The Blackwell Encyclqρedic Dictionaη 0/ Business Ethics , p. 623. 
(20) L. Trevino ,“Moral Reasoning and Business Ethics: Implications for Research Education 
and Management" , Journal 0/ Business Ethics , 1992 , pp. 445-459. 
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図 2
当該行動ないしは方針を巡る事実の収集
当該行動ないしは方針は次の倫理基準
に従えば受け入れられるのか?
1 )効用:それは.すべての構成員の
満足を最適化するのか?
2) 権利:それは.関係者の権利を尊
重しているのか?
3) 正義:それは.正義の原則に一致
しているのか?
すべての
基準に一
致してい
な L 、
lfH 、し
2 つの基
準に一致
しない
何らかの優先的な要因は
存在するのか?
・より重要な 1 つの基準
が存在しているか?
・すべてを無効にする要
因はないか?
「ダブルチェック・テ
ス卜」にパスするか?
すべての
基準に一
致してい
る
L_ ーーー-ーーーー-ーー一一一ーー一一一ーー一一ーー一一ーー一一ーーー-ーーーー一一ーーー-ー司ーー-ーーーー-ー-
ラル発達論に依拠して， íビジネス&社会J 科目 (course) を受講した後に，学部学生たちのモ
ラル論法に「重大なJ (significant) 変化が生じたか否か，を調査した。
調査の対象となった学生は，その講義を受けた180人の学生と (í組織行動」科目等々の)他
(21) D. Boyd,“Improving Ethical Awareness Through the Business and Society Course" , 
Business and Society , 1982 , pp. 27-30. 
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の講義を受講した81人の学生であり，講義の前後に，学生達の意識がモラル発達のどの段階に
妥当するのか，が分析された。その結果，前者の学生と後者の学生の間には「顕著なj 差が見
られたために， Boyd は，倫理教育は学生達のモラル発達を充分に促進する，との結論を出して
いる。
逆に言えば，学生達は，ビジネス倫理(学)教育を受けることによって， (Kohlberg の段階
論で言えば)高い段階のモラル論法を行うことができるようになったのである。
D. Boyd の結論を裏付けるものとして，例えば， 1998年に公表された B. Stead & J. Miller の
(22) 
研究がある。これは，学部と大学院の学生98名を対象として実施されたものであり，彼らは，講義
の後，学生達の社会的関心は著しく向上した，と報告している。
更には， J. Glenn は， 1992年に， 460名を対象として実施した調査研究の結果として， Iビジネス&
(23) 
社会」講義を受けた後に，学生達の態度が明らかにヨリイ合理的になった， と報告している。
しかしながら同時に，上記の Boyd たちの結論と全く相反する結果も報告されている。例え
ば，その代表的なものとして T. Martin の調査を挙げることができるであろう。 Martin は同
じく 1981-1982年に，哲学の授業を受けた前後に学生達のモラル論法にどの程度の変化が生じる
のか，という問題意識のもとで，調査研究を実施した。この調査は，経営学専攻のクラスと経
営学を専攻していないクラスを比較対照する形で，それぞれ400人前後の学部学生を対象として
行われたが，彼は， íほとんど変化を見いだせなかったJ ， と報告している一一ただ同時に，彼
は，この結果から，倫理は「教えられない」との結論を導きだすのは誤りである，とも述べて
いる。また W. Wynd & J. Mager も 1899年に同じような調査結果を公表している。
我々はこれらの実証研究に基づく「成果」をどのように評価すれば良いのであろうか。筆者
の考えでは，このような(相反する) í事実」は驚くべきことではないのであり，ある意味では，
当然の結果を見せつけられた思いを強くしている。なぜならば，これは必ずしもビジネス倫理
(学)教育に固有の「欠陥J ではなく，すべての教育が内包している問題であるからである。
我々はむしろ，ビジネス倫理(学)教育によって受講生の倫理観が変革されることがある，
ということが「実証」されたこと一一これが大きな意味を持っている， と考える。モラル的態
度はビジネス倫理(学)教育によって変えることができるのである。
但し，このことは前述の第 5 の障害(学習移転の困難性)が解決されたことを「証明J する
(ω22幻) B. Stead & J. Mi1ler , 
Jour問幻α101 Busi仇ne.白'ss Ethics , 1988 , pp. 553-560. 
(23) J. Glenn , Jr.,“Can a Business and Society Course Affect the Ethical J udgfment of 
Future Manager" , Journal 01 Business Ethics , 1992 , pp. 217-223. 
(24) T. Martin,“Do Course in Ethics Improve the Ethical Judgement of Students?" , Business 
αnd Society , 1982 , pp. 17-25. 
(25) Wynd & Mager , 0ρ . cit. . 
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ものではない。教育機関で短期間で「身に付けたj ものが個々の企業がその存続を賭けて行動
している現実のビジネスの世界においてそのまま通用しないことは当然の結果であり，特に，
そこにはすでにそれぞれの組織に固有な論理(倫理)が存在しているという「現実」を考える
と， I学習移転の困難性」はビジネス倫理(学)教育の限界と言うよりはむしろ「ナチュラルなj
現象である，と観念すべきものであろう。したがって，ビジネス倫理(学)教育でこの問題に
対応できないことはいわば「常識j として理解しておくことが必要である，ということになる。
我々は，そのことを前提として，何を為すことができるのか?一一これが現実に我々が直面
し解決すべき問題なのである。本稿において企業の在り方を変える方法として「オルタナティ
ブな規制J を重要視しその具体化を展望してきたのは，まさししその為であった。ビジネス
倫理(学)教育はフ。ロフェッション教育の完成だけでなくヨリ一般的には，モラル論法の修得
によってモラル意識を高揚させ，そのような「外部からの規制」が要求される必然性を理解さ
せる為にもおこなわれるものなのであり，そこに，ビジネス倫理(学)教育の「存在理由J が
あると思われる。
3. ビジネス倫理教育の可能性を求めて
一一ケース・メソッドの有効性と限界の検証一一
我々は.前節において，ビジネス倫理(学)教育の(当面の)主要な目的がモラル論法を修
得させることにある，ということを確認した。とすれば次に，そのような目的をヨリ効果的に
達成するためには，具体的には，どのような方法(形態)で教育をおこなえばよいのか，が問
題となってくると思われる。このことは，前述の「学習移転の困難性J という「ビジネス倫理
(学)教育が内包する」障害を考えると，またビジネス倫理学が常にその「実践性J を問われ
てきたという経緯を考慮すると， I重大なJ 問題でもある。したがって，これまでにも教育「媒
体」として様々なものが提案され，現実にも試行錯誤が繰り返されてきた。
例えば，次のような教育手段 (means) が「革新的なJ ものとして注目されている。
(1)個人の伝記を総合的に検討すること，
(2)教材としてビデオを利用すること，
(3)ロール・フ。レイイング・テクニックの利用，
(4)生の題材という意味で，新聞の記事を積極的に利用すること。
そのような教育「媒体j の詳細な検討は別の機会に譲り，ここでは，ロー・スクールやビジ
(26) 1980年代のビジネス倫理教育を総括した論文が， Business Ethics Quαrtery ， Vo1. 1 , NO.4 
(1991) に掲載されている。
(27) M. Lane & D. Schaupp,“Teaching Business Ethics: Bringing Reality to The Classroom" , 
Journal 01 Business Ethics , 1992 , pp. 226. 
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ネス・スクールにおいて今日幅広く利用されているケース・メソッドに注目し，ビジネス倫理
教育におけるその役割及び可能性を展望することにしたい。
ケース・メソッドの歴史はかなり古く，例えば，ハーバード・ロー・スクールのカリキュラ
ムのなかにケース・メソッドが導入されたのは1870年であり，それが1908年にはノ、ーバード大
学において創設されたビジネス・スクールにもとりいれられたことは今日では「常識」として
知られている。そして今日では，そのビジネス・スクールのビジネス倫理(学)教育において
ケース・メソッドがカリキュラムに組み込まれ， íケース・スタディ的な」ビジネス倫理(学)
教育が実施され，多数の「ケース・スタディ」文献が公刊されている。
と同時に，ケース・メソッド(スタディ)のビジネス倫理(学)教育への適用に対しては，
その効果を疑問視する意見が述べられているだけでなく， í反対の」立場もいまだ存在している。
例えば， R. DeGeorge もその 1 人であり，彼は， íケース・メソッド・アプローチを過度に重
要視することは学問としてのビジネス倫理学にとって危険である j との警告を発している。
何故に危険なのか? DeGeorge に拠れば，ケース・メソッドは本来的には個人レベルの行
動を対象としたものであり，その為に，ビジネス倫理(学)教育がケース・メソッドを中心と
して行われるようになると，組織レベル及ぴ制度レベルでモラル的に考える， という，ビジネ
ス倫理学を学問として存在せしめている「批判的」成分が消失してしまうのからである。彼の
解釈に従えば，ケース・メソッドは企業の特定の価値(倫理)観を前提にして展開されるもの
であり，それは学問としてのビジネス倫理学が本来目指すものとは相反するものなのである。
上記の主張にはそれなりの根拠もあり重大な問題提起である。但し，このことはケース・メ
ソッドの「意義J を全面的に拒否するものではなく，ビジネス倫理(学)教育に「相応しい」
ケースの開発によって解決可能となるかもしれない課題である。問題はむしろケース・メソッ
ドを利用したビジネス倫理(学)教育によって何がどう達成できるのか，にあるのではないか。
但し，この点でも，いくつかの「大」問題がいまだ未解決である。というのは，ロー・スク
ールとビジネス・スクールのケース・メソッドの「性格」が相違していることも良く知られた
「事実」ではあるが，それらが具体的にどのように違っているのか，という点になると，我々
の知識はかなり暖昧となるからであり，特に，そのケース・メソッドをビジネス倫理(学)教
育に適用すると，どのようになるのか? , と問われると，多くの問題が未整理の状態である，
(28) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , Ethical Theoη and Business , 5-th ed. , Prenticeｭ
Hall , 1997 , pp. 43-44. 我が国では，村松芳郎著『ケースメソッド経営教育論』文異堂， 1982年，
に， HBS におけるケースメソッドの歴史が詳しく紹介されている。
(29) 例えば， Harrington は， rケーススタディは改善された意思決定あるいは問題解決法を提供で
きない J (傍点引用者)，と述べている。 (S. Harrington,“What Corporate America is Teaching 
about Ethics" , Academy 0/ Management Executive , 1991. Vol. 5, No. 1, p. 25.) 
(30) R. DeGeorge,“Will Success Spoil Business Ethics?" , in R. Freeman(ed.) , Business 
Ethics: The State 0/ The Art, Oxford University Press , 1991. p. 53. 
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と言わざるをj尋ないで、あろう。
したがって，我々は，とりあえず，以上のような (T. Beauchampの) í現状認識」に拠って，
ケース・メソッドをビジネス倫理(学)教育の方法の 1 つとして利用するとすれば，それはど
のような「性格」のものとなるのか，の確認から始めることが必要になるだろう。
Beauchamp の理解に従えば，法学教育において行われるケース・スタディは，元来， (判事
が判決文のなかで展開した)法的論拠付け (reasoning) に含まれている概念・規則・原則を「対
話形式でJ 学生に理解させる，試み，から生まれたものであり，その後，判例を一般化する強
力な道具として普及するようになった。個別の判例のなかの蜘妹の糸のように縫れたものを解
きほどくことによって法理論や基本的な原則が発見され，それらがその後個々の事例に応用さ
れることになるのであり，その過程で，法的論拠付けのスキルが訓練される。
法教育においては，今日では， íケース・メソッドは，事実を集め，証拠のウェイト付けを判
断することを学ぶ方法，すなわち，そのようなウェイト付けの新しい事例への移転 (transfer)
を可能にする方法として……理解されている」のであり，従って，そのような移転をコントロ
ールする原則を一般化しマスターすることがケース・スタディの課題となる。 Beauchamp は，
このタイプのケース・メソッドを， (判事や法体系を最優先の権威と見なしている， という意味
で)権威ベース型 (authori ty-based) ケース・メソッドと名付けている。
これに対して，ビジネス・スクールでは，ロー・スクールのケース・メソッドを「原型」と
したが，独自のケース・メソッドが発達していった。ビジネス・スクールのケース・メソッド
では，事例 (case) は原則や規則を示すために用いられるのではない。なぜならば， (原則や規
則のような) í抽象的なもの」は現実のビジネス世界の中で解決策を見いだすには「不適当J で
ある，と判断されたからである。当該文脈のなかの問題を把握し「斬新なJ (novel)解決案を見
いだす能力を発達させることが目的であり， íその事例のなかになにが隠されている (someth­
ing is the case) のかを知ることよりもむしろ如何に考え行動すべきかを知ることが重要視さ
れている J のである。
ビジネス・スクールでケース・メソッドが利用されるのは多数の事実が交錯する複雑な状況
の中に学生に意思決定者としての役割を与えて放り込むという教育方針の為であり，それが故
に，理論や一般化の役割は相対的に低下し，複雑で、不確かな環境のもとで考え行動するスキル
(31) T. Beauchamp は，次の文献にてケースメソッドに言及している。本稿で利用したのもそれで
ある。 T. Beauchamp , Case Studies in Businωs ， SocieちI and Ethics , Prentice-Hall , 1983 , 
pp. 1-16; T. Beauchamp & N. Bowie(eds.} , Ethical Theoη and Business , 4-th ed. , 
Prentice-Hall , 1993 , pp. 43-47; T. Beauchamp & N. Bowie(eds.} , Ethical Theoη and 
Business , 5-th ed. , Prentice-Hall , 1997 , pp. 43-47. 
(32) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , Ethical Theoη and Business , 4-th ed. , p. 43. 
(33) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , 0，ρ. cit. , p.44. 
(34) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , Ethical TheoηI and Business , 5-th ed. , p.44. 
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が重要視されることになる。ビジネス・スクールでのケース・メソッドの f本質」は，経営者
が遭遇すると思われる事実・意見・偏見で満ちあふれた状況を呈示し，そのような状況で学生
が意思決定するように導くこと，にある。
Beauchamp に拠れば，ビジネス教育は事例の利用において「絶対的な」権威を拒否すること
で成立しているのであり，ビジネス・スクールのケース・メソッドには，何らかの問題に対し
て「正しい」答えが存在する，との前提は存在しない。問題をうまく処理するいくつかの方法
がある，と仮定しているに過ぎないのである。換言すれば，理論を用いた分析ではなく，問題
自体の批判的分析に力点が置かれており一一このため，権威ベース型ケース・メソッドとの比
較で言えば，問題ベース型 (problem -based) ケース・メソッドと言われる一一議論や分析を理
解することが理論を理解することよりも重要視されている。
上記のような理解を前提にすると，ビジネス倫理(学)教育において利用されるケース・メ
ソッドはどのようなものとなるのであろうか?
Beauchamp の発想に従えば，法学教育やビジネス教育のケース・スタディ「方式」をビジネ
ス倫理にそのまま当てはめることは危険な試みである。倫理学的資料に無知な人々のモラル的
見解に「身をさらす」ということは無意味で、あり退屈なだけである。したがって，ビジネス倫
理(学)コースにおいてケースを学ぶためには倫理学の歴史や様々な倫理理論の知識が必要と
なるが，そのような理論は絶対的なモノではなく，ケース・スタディによって修正されたとし
ても一向に差し支えないものなのである。このことは， I倫理理論が事例の検討から抽出される
ものではなく事例に適用されたりその中で明確にされるに過ぎない， と考えることは誤りであ
り…一，ケースはただ単に理論の為にデータを提供するだけではなく理論をテストする基盤で
ある」こと，を意味している。
これが Beauchamp のビジネス倫理(学)的ケース・メソッドに対する基本的な態度である。
但し，そのような彼の「意図J を体現したケース・メソッド(スタディ)はいまだ「開発」さ
れているわけではなく， Beauchamp は， 1997年にも，ビジネス倫理(学)教育におけるケース・
メソッドの利用に関しては「論争中であり未解決な」問題を数多く残している，と述べている。
このような状況のなかで，ケース・スタディを，ビジネス倫理(学)教育の一環として，積
極的に位置づけているビジネス倫理学者の一人として T. Donaldson を挙げることができる。
Donaldson は， Beauchamp とは別の表現で，伝統的なビジネス教育におけるケース・メソ
(35) 2 つのケースメソッドの比較検討は， T. Beauchamp , Case Studies in Business , Society and 
Ethics で詳しく為されている。
(36) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , Ethical Theoη and Business , 5-th ed. , p. 44. 
(37) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , Ethical Theory and Business , 4-th ed. , p. 45. 
(38) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , Ethical Theoη and Business , 5-th ed. , p. 46. 
(39) T. Beauchamp & N. Bowie (eds.) , Ethical Theory and Business , 5-th ed. , p.43. 
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ッドとビジネス倫理(学)教育におけるケース・メソッドを区別している。彼に拠れば，ケー
ス・メソッドは伝統的には具体的なヒジネス状況のもとでの学生の判断を「磨く」ために利用
されてきた。そしてその場合，重要視されたのは(行動のガイドとして役立つ) r 目的一手段」
的論拠付け (reasoning) であった。これは実践的論拠付けともいわれることがあるものであり，
実証的知識の習得を目的とする実証的研究から必然的に導き出されるものである。
これに対して，倫理研究(学習)の目的は倫理的洞察 (insight) であり，それは倫理的論拠
付け (reasoning) によって達成される。問題は，実践的論拠付けと倫理的論拠付けの相互関係
(異同)である，この点， Donaldson に拠れば，倫理的論拠付けは，手段だけではなく，目的
と原則の評価をも含むのである。
かくして，倫理的論拠付けが「基本的なJ (cruciaI)構成要因として実践的論拠付けを含んで
いるために， Donaldson の理解によれば，ビジネス倫理(学)教育へのケース・メソッドの適
用は比較的容易となるが，それが(目的だけでなく)原則にも言及するという点で，ビジネス
倫理(学)的ケース・メソッドはかなり独自なものとならざるを得ないのであり，これまでと
は「異なる j ケース・スタディの「開発」が要求されることになる。 Donaldson がケース・ス
タディを精力的に「開発j しているのはその為であろう。
以上の現状から判断する限り，ケース・メソッド(スタディ)は，教師と学生の双方がその
(例えば， DeGeorge が指摘したような)限界を認識しているならば， rビジネス倫理(学)を
学ぶ学生が理論の事例への適用に言及したり j あるいは逆にその過程で「理論の不完全さや不
適正さを再確認することによって，理論のヨリ一層の洗練化を可能とする j ものとして，言葉
を換えて言えば，モラル論法の訓練の r 1 つの」しかも「大きな」手段として， r有効」である
だけでなく， (受講生のモラル意識の高揚の為に積極的に利用すべきものとして)必要なもので
ある，と言わざるを得ないであろう。因みに，前述の(通常の倫理教育の有効性に疑問を投げ
かけた) Martin は，自己の調査研究のコメントにおいて，ビジネス倫理(学)教育におけるケ
ース・メソッドの有効性を展望していた。
今後の課題は， r既存の」ケース，ケース・スタディ，を完成されたものとして見なすのでは
なしビジネス倫理(学)教育に「相応しいJ (モラル論法の訓練を促進する)ケースの開発を
(40) T. Doaldson & A. Gini(eds.) , Case Studies in Business Ethics , 4-th ed. , Prenticeｭ
Hall , 1996. pp. 14-18. 
(41) 彼は，事例がビジネスの複雑な状況を単純化していること，討論の時聞が短いこと，等々を現
行のケース・スタディの欠点として把握したうえで，これが学生に学ぶ喜びを与えることを高〈
吾H面している。 (T. Doaldson & A. Gini (eds.) , 0，ρ. cit. , p. 18. 
(42) A. Kitson & R. Campbell , The Ethical Organization , Macmillan , 1996 , pp. 21-22. 
(43) Martin , 0ρ . cit. , p. 2l. 
(44) Kitson & R. Campbell は，ケース分析の方法として，これまで支配的であった合理的アフ。ロ
ーチ以外に，超合理的アフ。ローチや総合的アフ。ローチに注目しそれらを評価している。この研究
は今後より詳細な検討に値すると思われる。 (Kitson & R. Campbell ，。ρ . cit. , pp. 22-25.) 
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続けていくこと，にある。
これが本稿の「暫定的な」総括である。
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